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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　２次元パターンが形成される基準面を含む基準平板を該基準平板の法線方向に微小量ず
つ平行移動させる第１工程と、
　前記平行移動の各位置において、前記基準面にそれぞれ形成される２次元パターンを撮
影して第１撮影画像を得る第２工程と、
　前記平行移動の各位置において、前記基準面に投影した、空間を分割して数値化できる
パターンを撮影して第２撮影画像を得る第３工程と、
　前記第１撮影画像の前記２次元パターンおよび前記第２撮影画像の前記空間を分割して
数値化できるパターンの解析をそれぞれ画素毎に行うことにより、前記基準平板の移動量
と前記２次元パターンの２次元座標とから成る空間座標と前記空間を分割して数値化でき
るパターンの位相とを１対１で対応付けたテーブルを形成する第４工程と、
　試料物体に投影した、前記空間を分割して数値化できるパターンを撮影して第３撮影画
像を得る第５工程と、
　前記第４工程にて形成したテーブルにおける前記第３撮影画像より得られる位相に対応
する空間座標を前記試料物体の３次元の空間座標とする第６工程と、を行い、
　前記テーブルの要素を基準面の位置毎に作成しておき、基準面の間の位相に対する空間
座標を求める際には、当該位相に近い値を持つテーブルの要素を用いて所定の数式により
補間した空間座標を算出することを特徴とする多数の基準面を用いた形状計測方法。
【請求項２】
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　２次元パターンが形成される基準面を含む基準平板を該基準平板の法線方向に微小量ず
つ平行移動させる第１工程と、
　前記平行移動の各位置において、前記基準面にそれぞれ形成される２次元パターンを撮
影して第１撮影画像を得る第２工程と、
　前記平行移動の各位置において、前記基準面に投影した、空間を分割して数値化できる
パターンを撮影して第２撮影画像を得る第３工程と、
　前記第１撮影画像の前記２次元パターンおよび前記第２撮影画像の前記空間を分割して
数値化できるパターンの解析をそれぞれ画素毎に行うことにより、前記基準平板の移動量
と前記２次元パターンの２次元座標とから成る空間座標と前記空間を分割して数値化でき
るパターンの位相とを１対１で対応付けたテーブルを形成する第４工程と、
　試料物体に投影した、前記空間を分割して数値化できるパターンを撮影して第３撮影画
像を得る第５工程と、
　前記第４工程にて形成したテーブルにおける前記第３撮影画像より得られる位相に対応
する空間座標を前記試料物体の３次元の空間座標とする第６工程と、を行い、
　前記テーブルの要素を基準面の移動間隔よりさらに細かく設定しておき、該細かく設定
した要素毎に、位相に対する空間座標を当該位相に近い値を持つテーブルの要素を用いて
所定の数式により補間した空間座標として予め算出しておき、算出結果を各要素の値とす
るテーブルを作成しておくことを特徴とする多数の基準面を用いた形状計測方法。
【請求項３】
　前記空間を分割して数値化できるパターンは、等間隔格子であることを特徴とする請求
項１または２の何れかに記載の多数の基準面を用いた形状計測方法。
【請求項４】
　前記空間を分割して数値化できるパターンは、放射状格子を含む不等間隔格子であるこ
とを特徴とする請求項１または２の何れかに記載の多数の基準面を用いた形状計測方法。
【請求項５】
　２次元パターンが形成される基準面を含む基準平板と、
　前記基準平板を該基準平板の法線方向に微小量ずつ平行移動させるステージと、
　前記平行移動の各位置において、前記基準面に空間を分割して数値化できるパターンを
投影する投影装置と、
　前記平行移動の各位置において、前記基準面にそれぞれ形成される２次元パターンを撮
影した第１撮影画像と、前記基準面に投影した、空間を分割して数値化できるパターンを
撮影した第２撮影画像とを得るとともに、試料物体に投影した、前記空間を分割して数値
化できるパターンを撮影して第３撮影画像を得る撮影装置と、
　前記第１撮影画像の前記２次元パターンおよび前記第２撮影画像の前記空間を分割して
数値化できるパターンの解析をそれぞれ画素毎に行うことにより、前記基準平板の移動量
と前記２次元パターンの２次元座標とから成る空間座標と前記空間を分割して数値化でき
るパターンの位相とを１対１で対応付けたテーブルを形成するとともに、前記形成したテ
ーブルにおける前記第３撮影画像より得られる位相に対応する空間座標を前記試料物体の
３次元の空間座標とする解析装置と、を備え、
　前記解析装置は、前記テーブルの要素を基準面の位置毎に作成しておき、基準面の間の
位相に対する空間座標を求める際には、当該位相に近い値を持つテーブルの要素を用いて
所定の数式により補間した空間座標を算出することを特徴とする多数の基準面を用いた形
状計測装置。
【請求項６】
　２次元パターンが形成される基準面を含む基準平板と、
　前記基準平板を該基準平板の法線方向に微小量ずつ平行移動させるステージと、
　前記平行移動の各位置において、前記基準面に空間を分割して数値化できるパターンを
投影する投影装置と、
　前記平行移動の各位置において、前記基準面にそれぞれ形成される２次元パターンを撮
影した第１撮影画像と、前記基準面に投影した、空間を分割して数値化できるパターンを
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撮影した第２撮影画像とを得るとともに、試料物体に投影した、前記空間を分割して数値
化できるパターンを撮影して第３撮影画像を得る撮影装置と、
　前記第１撮影画像の前記２次元パターンおよび前記第２撮影画像の前記空間を分割して
数値化できるパターンの解析をそれぞれ画素毎に行うことにより、前記基準平板の移動量
と前記２次元パターンの２次元座標とから成る空間座標と前記空間を分割して数値化でき
るパターンの位相とを１対１で対応付けたテーブルを形成するとともに、前記形成したテ
ーブルにおける前記第３撮影画像より得られる位相に対応する空間座標を前記試料物体の
３次元の空間座標とする解析装置と、を備え、
　前記解析装置は、前記テーブルの要素を基準面の移動間隔よりさらに細かく設定してお
き、該細かく設定した要素毎に、位相に対する空間座標を当該位相に近い値を持つテーブ
ルの要素を用いて所定の数式により補間した空間座標として予め算出しておき、算出結果
を各要素の値とするテーブルを作成しておくことを特徴とする多数の基準面を用いた形状
計測装置。
【請求項７】
　前記投影装置は、投影される前記空間を分割して数値化できるパターンが等間隔のパタ
ーンであることを特徴とする請求項５または６の何れかに記載の基準面を用いた形状計測
装置。
【請求項８】
　前記投影装置は、投影される前記空間を分割して数値化できるパターンが放射状格子を
含む不等間隔のパターンであることを特徴とする請求項５または６の何れかに記載の多数
の基準面を用いた形状計測装置。
【請求項９】
　前記投影装置は、前記空間を分割して数値化できるパターンを焦点ずれさせて投影する
投影装置であることを特徴とする請求項５または６の何れかに記載の多数の基準面を用い
た形状計測装置。
【請求項１０】
　前記投影装置は、液晶プロジェクタまたはＤＭＤプロジェクタであることを特徴とする
請求項５または６の何れかに記載の多数の基準面を用いた形状計測装置。
【請求項１１】
　前記投影装置は、前記空間を分割して数値化できるパターンを投影する際に所定シフト
量ずつ位相シフトを行い得る投影装置であり、前記撮影装置は、前記位相シフトに同期し
て前記第２撮影画像を撮影し得る撮影装置であることを特徴とする請求項５または６の何
れかに記載の多数の基準面を用いた形状計測装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、物体や人体等の試料物体の形状計測を非接触かつ高精度で行い得る多数の基
準面を用いた形状計測方法および多数の基準面を用いた形状計測装置に関するものである
。
【背景技術】
【０００２】
　非接触式３次元形状計測方法の従来技術としては、例えば以下に説明する従来技術１お
よび従来技術２がある。
【０００３】
　従来技術１（特許文献１参照）は、カメラを用いた形状計測装置において、カメラまた
はプロジェクタのレンズ収差の影響を受けない高精度な形状計測を行うことを目的として
おり、格子模様が描かれた基準平板の画像からカメラまたはプロジェクタのレンズ中心座
標を算出するのではなく、基準面に固定された２次元格子から、カメラの画素毎の視線が
通る光路と、プロジェクタから投影される光の光路とをそれぞれ全て求めて、それら光路
の交点として空間座標を算出する形状計測方法およびその方法に用いる形状計測装置であ
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る。
【０００４】
　従来技術２（特許文献２参照）は、従来時間を掛けて解析していた形状計測やレーザの
干渉縞を利用した微小変形計測をリアルタイムで計測結果が得られるようにして、振動し
ている物体や動いている物体の動的な変化をその場で観察できるようにすることを目的と
しており、格子模様が４／３０秒で１周期分移動するように連続的に位相シフト行いなが
らＣＣＤカメラで１／３０秒毎に１枚の画像を撮影して合計４枚撮影し、それらの画像か
ら位置分布を求める方法である。
【０００５】
【特許文献１】特許第２９１３０２１号公報
【特許文献２】特許第３２６５４７６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　上記従来技術１の非接触式３次元形状計測方法は、プロジェクタからｘ方向の格子およ
びｙ方向の格子の両方を別々に投影する必要があるため、格子の投影に時間が掛かってし
まうとともに、座標計算が複雑であるため、座標計算に多大な時間が掛かってしまう。
【０００７】
　上記従来技術２の非接触式３次元形状計測方法に用いている位相シフト法では、撮影さ
れた格子が余弦波状の輝度分布を持っていると仮定して位相値を求めている。しかし、実
際の格子画像においては、プロジェクタによって投影された格子の輝度分布は余弦波状か
らずれている場合が多く、液晶プロジェクタによる格子投影の場合は、液晶の入力値と表
示される濃度（透過率）との関係が非線形であるため、輝度分布が余弦波からずれてしま
う。フィルムに格子を焼き付けたものを使う場合も精度良い余弦波状の輝度分布を作成す
ることは実際には困難である。また、ガラス基板上に余弦波状の格子を作成することも困
難である。ガラス基板上に矩形波状の格子を作成して、それを焦点をずらせて投影するこ
とによって余弦波状の格子に近いパターンを投影する方法もあるが、精度良い余弦波状に
はならず、また、プロジェクタからの距離によっても輝度分布が変化する。
　この従来技術２の非接触式３次元形状計測方法は、計測すべき試料物体に対して余弦波
状の格子を投影して計測を行う格子投影方法であり、この方法では試料物体の高さを算出
する際に、投影された格子のピッチを縦方向もしくは横方向に等間隔かつ余弦波分布に変
化させなければならないため、焦点ずれなどで投影した格子の輝度分布が理想的な分布か
らずれた場合には格子が等間隔かつ余弦波分布に変化せず、計測の誤差が大きくなってし
まうため、算出式を投影された格子に合うように複雑にしなければならず、座標計算が複
雑化するため座標計算に多大な時間が掛かってしまう。
　図２２（ａ）は従来技術２の非接触式３次元形状計測方法における余弦波状格子および
ゆがんだ格子の輝度分布を例示する図であり、図２２（ｂ）は図２２（ａ）のそれぞれの
輝度分布から位相シフト法によって得られた位相値の分布を例示する図である。図２２（
ａ），（ｂ）から、余弦波状の格子の場合は横軸の位相と算出された縦軸の位相とはほぼ
同一の値が得られるが、余弦波からずれた輝度分布を持つ格子の場合は、算出された位相
分布に誤差が発生することがわかる。
【０００８】
　本発明は、基準面を含む基準平板をその放線方向に微小量ずつ平行移動させたときの多
数の基準面を２次元パターンの形成や空間を分割して数値化できるパターンの投影に利用
することにより、投影するパターンの輝度分布が余弦波状でなくても、投影するパターン
のピッチが不等間隔であっても、精度良く形状計測を行い得る、多数の基準面を用いた形
状計測方法および形状計測装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記目的を達成するため、本発明の多数の基準面を用いた形状計測方法は、２次元パタ
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ーンが形成される基準面を含む基準平板を該基準平板の法線方向に微小量ずつ平行移動さ
せる第１工程と、前記平行移動の各位置において、前記基準面にそれぞれ形成される２次
元パターンを撮影して第１撮影画像を得る第２工程と、前記平行移動の各位置において、
前記基準面に投影した、空間を分割して数値化できるパターンを撮影して第２撮影画像を
得る第３工程と、前記第１撮影画像の前記２次元パターンおよび前記第２撮影画像の前記
空間を分割して数値化できるパターンの解析をそれぞれ画素毎に行うことにより、前記基
準平板の移動量と前記２次元パターンの２次元座標とから成る空間座標と前記空間を分割
して数値化できるパターンの位相とを１対１で対応付けたテーブルを形成する第４工程と
、試料物体に投影した、前記空間を分割して数値化できるパターンを撮影して第３撮影画
像を得る第５工程と、前記第４工程にて形成した前記テーブルにおける前記第３撮影画像
より得られる位相に対応する空間座標を前記試料物体の３次元の空間座標とする６工程と
、を行うことを特徴とする。

                                                                                
【００１０】
　本発明の多数の基準面を用いた形状計測方法の好適例としては、前記テーブルの要素を
基準面の位置毎に作成しておき、基準面の間の位相に対する空間座標を求める際には、当
該位相に近い値を持つテーブルの要素を用いて所定の数式により補間した空間座標を算出
すること、前記テーブルの要素を基準面の移動間隔よりさらに細かく設定しておき、該細
かく設定した要素毎に、位相に対する空間座標を当該位相に近い値を持つテーブルの要素
を用いて所定の数式により補間した空間座標として予め算出しておき、算出結果を各要素
の値とするテーブルを作成しておくこと、前記空間を分割して数値化できるパターンは、
等間隔格子であること、および、前記空間を分割して数値化できるパターンは、放射状格
子を含む不等間隔格子であること、がある。
【００１１】
　上記目的を達成するため、本発明の多数の基準面を用いた形状計測装置は、２次元パタ
ーンが形成される基準面を含む基準平板と、前記基準平板を該基準平板の法線方向に微小
量ずつ平行移動させるステージと、前記平行移動の各位置において、前記基準面に空間を
分割して数値化できるパターンを投影する投影装置と、前記平行移動の各位置において、
前記基準面にそれぞれ形成される２次元パターンを撮影した第１撮影画像と、前記基準面
に投影した、空間を分割して数値化できるパターンを撮影した第２撮影画像とを得るとと
もに、試料物体に投影した、前記空間を分割して数値化できるパターンを撮影して第３撮
影画像を得る撮影装置と、前記第１撮影画像の前記２次元パターンおよび前記第２撮影画
像の前記空間を分割して数値化できるパターンの解析をそれぞれ画素毎に行うことにより
、前記基準平板の移動量と前記２次元パターンの２次元座標とから成る空間座標と前記空
間を分割して数値化できるパターンの位相とを１対１で対応付けたテーブルを形成すると
ともに、前記形成したテーブルにおける前記第３撮影画像より得られる位相に対応する空
間座標を前記試料物体の３次元の空間座標とする解析装置と、を備えることを特徴とする
。
【００１２】
　本発明の多数の基準面を用いた形状計測装置の好適例としては、前記解析装置は、前記
テーブルの要素を基準面の位置毎に作成しておき、基準面の間の位相に対する空間座標を
求める際には、当該位相に近い値を持つテーブルの要素を用いて所定の数式により補間し
た空間座標を算出すること、前記解析装置は、前記テーブルの要素を基準面の移動間隔よ
りさらに細かく設定しておき、該細かく設定した要素毎に、位相に対する空間座標を当該
位相に近い値を持つテーブルの要素を用いて所定の数式により補間した空間座標として予
め算出しておき、算出結果を各要素の値とするテーブルを作成しておくこと、前記投影装
置は、投影される前記空間を分割して数値化できるパターンが等間隔のパターンであるこ
と、前記投影装置は、投影される前記空間を分割して数値化できるパターンが放射状格子
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を含む不等間隔のパターンであること、前記投影装置は、前記空間を分割して数値化でき
るパターンを焦点ずれさせて投影する投影装置であること、前記投影装置は、液晶プロジ
ェクタまたはＤＭＤプロジェクタであること、および、前記投影装置は、前記空間を分割
して数値化できるパターンを投影する際に所定シフト量ずつ位相シフトを行い得る投影装
置であり、前記撮影装置は、前記位相シフトに同期して前記第２撮影画像を撮影し得る撮
影装置であること、がある。
【００１３】
　本発明の多数の基準面を用いた形状計測方法によれば、上記第１工程～第６工程を行う
ことにより、基準面を含む基準平板をその放線方向に微小量ずつ平行移動させたときの多
数の基準面を２次元パターンの形成や空間を分割して数値化できるパターンの投影に利用
するので、投影するパターンの輝度分布が余弦波状でなくても、投影するパターンのピッ
チが不等間隔であっても、精度良く形状計測を行い得る、多数の基準面を用いた形状計測
方法を提供することができる。
【００１４】
　本発明の多数の基準面を用いた形状計測装置によれば、２次元パターンが形成される基
準面を含む基準平板と、前記基準平板を該基準平板の法線方向に微小量ずつ平行移動させ
るステージと、前記平行移動の各位置において、前記基準面に空間を分割して数値化でき
るパターンを投影する投影装置と、前記平行移動の各位置において、前記基準面にそれぞ
れ形成される２次元パターンを撮影した第１撮影画像と、前記基準面に投影した、空間を
分割して数値化できるパターンを撮影した第２撮影画像とを得るとともに、試料物体に投
影した、前記空間を分割して数値化できるパターンを撮影して第３撮影画像を得る撮影装
置と、前記第１撮影画像の前記２次元パターンおよび前記第２撮影画像の前記空間を分割
して数値化できるパターンの解析をそれぞれ画素毎に行うことにより、前記基準平板の移
動量と前記２次元パターンの２次元座標とから成る空間座標と前記空間を分割して数値化
できるパターンの位相とを１対１で対応付けたテーブルを形成するとともに、前記形成し
たテーブルにおける前記第３撮影画像より得られる位相に対応する空間座標を前記試料物
体の３次元の空間座標とする解析装置とを備えるように構成したので、投影するパターン
の輝度分布が余弦波状でなくても、投影するパターンのピッチが不等間隔であっても、精
度良く形状計測を行い得る、多数の基準面を用いた形状計測方法を提供することができる
。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１５】
　以下、本発明を実施するための最良の形態を図面に基づき詳細に説明する。
　まず、本発明の形状計測方法に用いる「多数の基準面を用いた校正（キャリブレーショ
ン）手法」について説明する。
　格子投影方法による３次元形状計測における校正方法の従来手法は、ワールド座標系と
カメラ座標系およびプロジェクタ座標系とを関連付けるための行列の各要素を求めること
であったが、この従来手法は基本的にレンズの歪曲収差が無いピンホールモデルを用いて
いるため、実際にはレンズ収差による誤差が含まれる結果となり、高精度な形状計測は期
待できない。また、座標計算も複雑であり、多大な計測時間が必要になる。
　本願の発明者らは、格子投影方法による形状計測方法の１つとして、撮像素子の画素毎
にキャリブレーションを行うことで、レンズ収差によるゆがみや光学系の幾何学的パラメ
ータの実測誤差などの種々の誤差要因を排除して計測精度を向上させる形状計測方法を提
案しており、その考え方を格子投影による形状計測や位相シフトデジタルホログラフィに
よる微小変形・ひずみ計測に適用してきた。画素毎にキャリブレーションを行う方法は、
最近の画像計測で用いられ始めており、デジタル画像相関法による変形計測にも適用され
ている。
　本発明の形状計測方法に用いる「格子投影形状計測における多数の基準面を用いた校正
手法」では、空間座標のｚ方向（基準平板の法線方向）に基準平板を微小量ずつ平行移動
させながら、各位置において基準面上の投影格子の位相分布を求め、それからカメラの撮
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影画像の１画素毎に位相とｚ座標とを１対１で対応付けたテーブルを作成する。その際、
基準面に格子が表示できる特殊な液晶パネルを用いることで、ｚ座標と同様に空間座標の
ｘ座標およびｙ座標についても位相と１対１で対応付けるテーブル化を行う。このキャリ
ブレーション手法により、レンズの歪曲収差の影響や投影格子の輝度むらによる位相誤差
の影響の無い精度の良い形状計測が容易に実現できる。また、空間座標の計算時間もほと
んど掛からないため、リアルタイム形状計測も実現できるようになる。
【００１６】
［多数の基準面を用いた校正手法の原理］
　形状計測における校正の考え方を従来手法とは大きく変えて、本発明では、投影された
格子の位相と３次元座標との対応関係をカメラ（撮影装置）の画素毎に求めておくことを
校正と呼ぶ。校正を行うことができれば、試料物体に投影された格子の位相が得ることに
より、即座に３次元座標を得ることができる。
　図１は本発明における多数の基準面を用いた校正手法の原理を示す図である。ｚ軸に垂
直に設置された基準面をｚ軸方向に少しずつ平行移動させる。カメラ（撮影装置）および
プロジェクタ（投影装置）は基準面の上方に固定しておく。プロジェクタからは２次元パ
ターンである格子が基準面に投影される。このとき、投影される格子は等間隔である必要
は特にない。投影される格子の位相は位相シフト法によって容易に算出することができる
。カメラのある１画素は図１に示す直線Ｌ上の点を撮影しているものとする。その画素は
、基準面R０，R１，R２，・・，RＮに応じて、それぞれ点P０，P１，P２，・・，PＮを撮
影することになる。それぞれの点における位相θ０，θ１，θ２，・・，θＮは、位相シ
フト法によって求めることができる。
【００１７】
　図２は本発明における１画素の撮影ラインＬと基準面上のｘ，ｙ，ｚ座標との関係を示
す図である。カメラのある１画素が撮影している各基準面上の点P０，P１，P２，・・，P

Ｎについては、基準面に形成された２次元状のパターンからｘ座標およびｙ座標を得て、
基準面の位置からｚ座標を得る。基準面に形成される２次元状のパターンとしては、その
パターンからｘ座標およびｙ座標が得られるようなパターンが必要である。
　２次元状のパターンとして２次元格子を用いる場合には、その２次元格子のｘ方向およ
びｙ方向の位相値をそれぞれ求め、さらに位相接続を行うことによって、各点におけるｘ
座標およびｙ座標をそれぞれ得ることができる。なお、「位相接続」の詳細については、
特許第３２８１９１８号公報を参照のこと。
【００１８】
　２次元格子パターンからｘ方向およびｙ方向の位相値を得る手法の１つにフーリエ変換
格子法がある。また、基準面として表面に光拡散板を貼り付けた液晶パネルを用いること
で、格子パターンを基準面上に表示することができ、格子パターンを撮影した画像から位
相シフト法によって位相分布を求める手法もある。なお、位相シフト法以外の格子の位相
を求める方法としては、フーリエ変換縞パターン解析法（「Takeda, M. and Mutoh, K., 
Fourier transform profilometry for the automatic measurement of 3-D object shape
s, Applied Optics, Vol. 22, No. 24, 3977-3982(1983) 」を参照のこと）がある。
　このようにすることで、各基準面の位置毎に、投影格子の位相θに対する３次元座標（
ｘ，ｙ，ｚ座標）がそれぞれ画素毎に得られることになる。投影格子の位相θは、基準面
の位置でしか得られないが、必要に応じて基準面の間隔を小さくして、その間を補間する
ことで、全ての位相に対する３次元座標を精度良く求めることができる。
【００１９】
［液晶ディスプレイを用いた基準平板］
　上述した校正手法では、基準面に形成された２次元状のパターンが必要になる。平板に
２次元格子パターンを描くことにより基準面に２次元状のパターンを形成する手法も有効
ではあるが、フーリエ変換格子法を用いる場合は周囲で誤差が大きくなる問題がある。さ
らに、基準面上に濃淡のパターンが描かれることによって、格子投影をする場合に、基準
面内の位置によって投影格子の位相の精度にばらつきが生じる欠点がある。そこで、本発
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明では、液晶ディスプレイを用いることで、精度良くｘ方向およびｙ方向の位相値をそれ
ぞれ求めることができ、さらに投影格子の位相も精度良く得ることができる基準平板を用
いている。この基準平板は、位相シフト法によって位相解析を行うことで、各画素のｘ座
標およびｙ座標を精度良く求めることができる。さらに投影格子に対して、基準面内の位
置によって投影格子の位相の精度にばらつきが生じないようになる。
　なお、「位相解析」の詳細については、「藤垣元治、光学的全視野計測における位相解
析技術、システム／制御／情報, Vol.48, No. 12, 495-503(2004)」を参照のこと。
【００２０】
　図３（ａ），（ｂ）はそれぞれ、液晶ディスプレイを用いた基準平板および基準平板が
取り付けられるステージを用いる本発明の形状計測装置の構成を示す図である。液晶ディ
スプレイ１の表面には光拡散板２が貼り付けられており、液晶パネル１ａに表示された画
像をバックライト光源３からの照明光４によって光拡散板２に背面から投影する構造にな
っている。液晶ディスプレイ１は、ｚ方向に移動する移動ステージ５上に、ディスプレイ
表面がｚ軸に対して垂直になるように取り付けられている。移動ステージ５は、コンピュ
ータ（解析装置）６からの移動ステージ制御信号によってｚ方向の位置を制御されている
。
　図３（ｂ）にはプロジェクタ（投影装置）７から格子（投影格子ともいう）を投影して
いる様子を示している。プロジェクタ７から投影する格子を撮影する場合には、液晶パネ
ル１ａには黒パターンを基準面表示画像として表示することによって、バックライト光源
３からの照明光４を遮断する。プロジェクタ７からは投影画像として格子画像を投影し、
カメラ（撮影装置）８で撮影する。プロジェクタ７から投影された投影格子は、光拡散板
２の表面に投影される。したがって、光拡散板２の表面が基準面となる。移動ステージ５
を用いて基準面２の位置をz０，z１，z２，・・，zＮに移動し、それぞれの位置において
投影格子の位相解析を行うことで、カメラ８で撮影される画像の画素毎にそれぞれの位置
に対する位相θ０，θ１，θ２，・・，θＮを得ることができる。
【００２１】
　図４（ａ），（ｂ）はそれぞれ、本発明の形状計測装置の基準平板の基準面へ格子画像
を表示する様子を説明するための図である。プロジェクタ７には投影画像として黒パター
ンを入力することで、プロジェクタ７からの光が基準面２に到達しないようにする。液晶
パネル１ａには基準面２への表示画像として、図４（ａ）の場合はｘ方向の格子画像を表
示し、図４（ｂ）の場合はｙ方向の格子画像を表示する。バックライト光源３から出た照
明光によって、液晶パネル１ａに表示された格子画像が液晶パネルに貼り付けられた光拡
散板２に背面から投影される。投影された画像は、光拡散板２に内部を散乱しながら透過
し、光拡散板２の表面、すなわち基準面に表示される。したがって、カメラ８によって基
準面２に表示された格子画像を撮影することができる。
　移動ステージ５を用いて基準面２の位置をz０，z１，z２，・・，zＮに移動し、それぞ
れの位置においてｘ方向およびｙ方向の格子の位相解析を行い、その位相に対して位相接
続を行い、さらに、位相接続された位相からｘ座標またはｙ座標への換算を行うことで、
カメラ８により撮影される画像の画素毎にそれぞれの位置に対するｘ座標x０，x１，x２
，・・，xＮおよびｙ座標y０，y１，y２，・・，yＮを得ることができる。
【００２２】
　以上の手順を整理すると、次のようになる。
１　基準面を所定の位置に移動させる。
1-1 基準面の表示画像を黒パターンにする。
1-2 プロジェクタから格子画像を投影する。
２　位相シフトしながら複数毎撮影し、位相シフト法によって画素毎に位相を求める。
2-1 プロジェクタへの投影画像を黒パターンにする。
2-2 基準面の表示画像をｘ方向の格子にして液晶パネルに表示する。
2-3 位相シフトしながら複数毎撮影し、位相シフト法によって画素毎に位相を求める。
３　位相接続を行う。
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４　位相とｘ座標との換算を行う。
4-1 基準面の表示画像をｙ方向の格子にして液晶パネルに表示する。
4-2 位相シフトしながら複数毎撮影し、位相シフト法によって画素毎に位相を求める。
５　位相接続を行う．
６　位相とｙ座標との換算を行う。
７　基準面を微小量移動させて、上記１以降を繰り返す。
【００２３】
［試料物体の空間座標を得る方法］
　上述した校正手法によって、位相θ０，θ１，θ２，・・，θＮと、ｘ座標x０，x１，
x２，・・，xＮ、ｙ座標y０，y１，y２，・・，yＮおよびｚ座標z０，z１，z２，・・，z

Ｎとの関係が画素毎にそれぞれ得られる。それらの関係は、図５（ａ）～（ｃ）に示すよ
うになる。
　図６は本発明の形状計測装置において基準面R０と基準面RＮとの間に試料物体９を設置
した状態を示す図である。この状態では、試料物体９には校正のときと同一の格子が投影
されるため、直線Ｌ上を撮影する画素の場合は、物体上の点Ｐを撮影することになり、点
Ｐに投影されている格子の位相θP がその画素の位相として得られることになる。
　まず、図６に示すように、位相θP に対応するｘ座標xPは、位相θP を間に持つ前後の
位相θi およびθi+1と、それに対応するｘ座標xiおよびxi+1を用いて、式（１）で求め
ることができる。同様に、ｙ座標については、ｙ座標yiおよびyi+1 を用いて、式（２）
で求めることができ、ｚ座標については、ｚ座標ziおよびzi+1 を用いて、式（３）で求
めることができる。ここで、θ＝θP とする。また、θi+1qi+1＜θi となる場合（例え
ば、図５（ａ）～（ｃ）でｉ＝３のような場合）には、θi+1に２πを加えて、式（１）
、式（２）および式（３）を用いる。
【００２４】
【数１】

【００２５】
　また、式（１），（２），（３）を用いて、予め等間隔の位相θに対応するｘ座標、ｙ
座標、ｚ座標のテーブルをそれぞれ作成しておくこともできる。そうすることによって、
試料物体を撮影して得られた位相から即座にその点の空間座標（ｘ座標，ｙ座標，ｚ座標
）を得ることが可能になる。
　なお、図５（ａ），（ｂ），（ｃ）のそれぞれにおいて、Ｋとして示す区間の位相に対
しては、その位相を間に持つ前後の位相θＮ およびθＮ+1 のうち、θＮ+1は存在しない
。そこで、ｉ＝Ｎ－１として式（１）、式（２）および式（３）を用いて、位相と空間座
標との関係を求める。すなわち、１つ手前の基準面における位相および座標の値を用いて
計算する。こうすることによって、０から２πの全ての位相に対して、空間座標を得るこ
とができる。
【００２６】
［投影格子の位相接続ができる場合の多数の基準面を用いた校正手法の原理］
　投影格子に対して位相接続ができる場合には、基準面の設置範囲を広くすることができ
る。位相接続を行わない場合には、基準面の設置範囲は位相が２π以上変化しない範囲に
限定されていたが、位相接続ができる場合には、位相接続ができる範囲まで広げることが
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でき、それによって大きな凹凸を持つ物体の形状計測が可能になる。
　図７は本発明の形状計測装置において位相接続を行う場合の基準面の位置と位相接続さ
れた位相φとの関係を示す図である。上述した校正方法と同様に、各基準面の位置毎に、
投影格子の位相接続された位相φに対する３次元座標（ｘ，ｙ，ｚ座標）がそれぞれ画素
毎に得られることになる。
【００２７】
［投影格子の位相接続ができる場合の試料物体の座標を得る方法］
　上述した校正手法によって、位相θ０，θ１，θ２，・・，θＮと、ｘ座標x０，x１，
x２，・・，xＮ、ｙ座標y０，y１，y２，・・，yＮおよびｚ座標z０，z１，z２，・・，z

Ｎとの関係が画素毎にそれぞれ得られる。それらの関係は、図８（ａ）～（ｃ）に示すよ
うになる。
　図９は本発明の形状計測装置において基準面R０と基準面RＮとの間に試料物体９を設置
した状態を示す図である。この状態では、試料物体９には校正のときと同一の格子が投影
されるため、直線Ｌ上を撮影する画素の場合は、物体上の点Ｐを撮影することになり、点
Ｐに投影されている格子の位相θP がその画素の位相として得られることになる。
　まず、図９に示すように、位相θP に対応するｘ座標xPは、位相θP を間に持つ前後の
位相θi およびθi+1と、それに対応するｘ座標xiおよびxi+1を用いて、式（４）で求め
ることができる。同様に、ｙ座標については、ｙ座標yiおよびyi+1 を用いて、式（５）
で求めることができ、ｚ座標については、ｚ座標ziおよびzi+1 を用いて、式（６）で求
めることができる。ここで、φ＝φP とする。
【００２８】

【数２】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【００２９】
　また、式（４），（５），（６）を用いて、予め等間隔の位相φに対応するｘ座標、ｙ
座標、ｚ座標のテーブルをそれぞれ作成しておくこともできる。そうすることによって、
試料物体を撮影して得られた位相から即座にその点の空間座標（ｘ座標，ｙ座標，ｚ座標
）を得ることが可能になる。
　なお、図８（ａ），（ｂ），（ｃ）のそれぞれにおいて、Ｋとして示す区間の位相に対
しては、その位相を間に持つ前後のどちらかの位相が存在しない。そこで、ｉ＝０もしく
はｉ＝Ｎ－１として式（４）、式（５）および式（６）を用いて、位相と空間座標との関
係を求める。すなわち、φ０ より小さいφに対しては０番目および１番目の基準面にお
ける位相および座標の値を用いて計算し、φ０ より大きいφに対しては（Ｎ－１）番目
およびＮ番目の基準面における位相および座標の値を用いて計算する。こうすることによ
って、０から２πの全ての位相に対して、空間座標を得ることができる。
【００３０】
　本発明の形状計測方法に用いる「多数の基準面を用いた校正手法」の利点を以下に列挙
する。
（１）レンズの歪曲収差によるゆがみの影響を受けずに、精度良く座標値が得られる。
（1a）異なる方向から複数台のカメラで撮影するように構成した場合、得られた座標デー
タを容易に合成することができる。
（1b）全周囲計測を容易に実現することができる。
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（1c）異なる方向から複数のプロジェクタで投影された格子を用いて１台のカメラで撮影
するように構成した場合、容易に合成が行えるため、影になる部分を少なくすることがで
きる。　
（２）格子のピッチが不等間隔であっても計測が可能である。
（2a）放射状の格子や渦巻状の格子を回転させながら投影することで形状計測ができるよ
うになる。
（2b）レーザ干渉縞のように等間隔にならない格子（以下、不等間隔格子という）を用い
た形状計測が可能になる。
（2c）投影像がゆがむレンズ系（魚眼レンズなど）を用いた投影手法を用いても精度良く
形状計測が可能である。
（３）格子の輝度分布が余弦波状でなくても計測が可能である。
（3a）矩形波状の格子を焦点ずれさせて余弦波に近い輝度分布を持つ格子にして投影して
も、精度良く形状計測が行える。
（3b）液晶パネルのように入力値と表示濃度との間が非線形の関係となるようなものを用
いて格子投影を行っても、精度良く形状計測が行える。
【００３１】
［第１実施形態］
　図１０は本発明の第１実施形態の形状計測方法の実施に用いる形状計測装置の構成を示
す図である。本実施形態の形状計測装置は、リアルタイム形状計測装置として構成されて
おり、基準平板１１と、基準面１２と、ステージ１３と、投影装置１４と、撮影装置１５
と、解析装置（例えばパーソナルコンピュータ、以下、ＰＣという）１６とを具備して成
る。
【００３２】
　上記基準平板１１としては、本実施形態では液晶ディスプレイを用いている。液晶ディ
スプレイ１１の表面には、基準面１２となる光拡散板が貼り付けられている。液晶ディス
プレイ１１は、ステージ１３上に設置されている。
　上記基準面（光拡散板）１２は、基準平板の法線方向（図１０のｚ方向）に垂直になる
ように、したがって図１０のｘ，ｙ平面と平行な平面上に取り付けられている。上記基準
面（光拡散板）１２には、後述するようにして、所定の２次元パターン（本実施形態では
等間隔格子を用いる）が形成されるとともに、空間を分割して数値化できるパターン（本
実施形態では等間隔格子を用いる）が投影される。
　なお、本実施形態では、基準平板１１として液晶ディスプレイを用いて、校正に用いる
画像を撮影する際に基準面（光拡散板）１２上に所定の２次元パターン（本実施形態では
等間隔格子を用いる）を表示するようにしているが、基準平板１１として基準面（光拡散
板）１２上に所定の２次元パターン（等間隔格子）が固定的に描かれた平板を用いること
も可能である。
　また、本実施形態では、「空間を分割して数値化できるパターン」として等間隔格子を
用いて格子パターンによる位相解析を行うようにしているが、「空間を分割して数値化で
きるパターン」として「濃淡のパターン」を用いたり（特願２００３－３２８２３０号公
報を参照のこと）、「空間コード」を用いる「空間コード化法」を用いたりすることも可
能である。その場合、「空間を分割して数値化した値」は、格子を用いる場合はその位相
となり、濃淡のパターンの場合は輝度比となり、空間コード化法の場合は，コード化され
た値となる。
【００３３】
　上記ステージ１３は、基準平板１１を該基準平板の法線方向（図１０のｚ方向）に微小
量ずつ平行移動させるものであり、本実施形態では直動ステージを用いている。
　上記投影装置（プロジェクタ）１４としては、本実施形態では液晶プロジェクタを用い
ているが、代わりにＤＭＤプロジェクタを用いてもよい。液晶プロジェクタ１４は、液晶
パネルと、光源と、レンズとから成り、ステージ１３のｚ方向の平行移動の各位置（R０
，R１，・・，RＮ）において、液晶プロジェクタの液晶パネルに表示されたパターン（例
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えば格子状の濃淡パターン）を基準面１２に投影するとともに、液晶プロジェクタに対し
て所定位置関係に設置した試料物体１７に、「空間を分割して数値化できるパターン」と
して、液晶プロジェクタの液晶パネルに表示されたパターン（例えば格子状の濃淡パター
ン）を投影する。なお、プロジェクタ１４は、「空間を分割して数値化できるパターン」
を投影する際に所定シフト量ずつ位相シフトを行い得るプロジェクタであっても、「空間
を分割して数値化できるパターン」を焦点ずれさせて投影する投影装置であってもよい。
【００３４】
　上記撮影装置１５としては、本実施形態ではカメラ（例えばＣＣＤカメラ）を用いてい
る。上記撮影装置１５は、図１０に示すように基準面１２の正面に設置されており、ステ
ージ１３のｚ方向の平行移動の各位置において、基準面１２にそれぞれ形成される２次元
パターンを撮影した第１撮影画像に対応する第１撮影画像信号と、基準面１２に投影した
、空間を分割して数値化できるパターンを撮影した第２撮影画像に対応する第２撮影画像
信号とをＰＣ１６に入力するとともに、試料物体１７に投影した、前記空間を分割して数
値化できるパターンを撮影した第３撮影画像に対応する第３撮影画像信号をＰＣ１６に入
力する。なお、位相シフトを行いながら、空間を分割して数値化できるパターンを撮影し
て第２撮影画像を得る際には、カメラ１５は、前記位相シフトに同期して第２撮影画像を
撮影するものとする。また、試料物体１７を撮影する際には、基準面１２をカメラ１５に
対して遠ざかるように後方に移動させるものとする。
【００３５】
　上記解析装置１６としては、本実施形態ではパーソナルコンピュータ（以下、ＰＣとい
う）を用いている。ＰＣ１６は、画像投影のために投影画像信号（例えば投影格子画像信
号）をプロジェクタ１４に入力し、ステージ１３のｚ方向位置制御のためにステージ制御
信号をステージ１３に入力し、所定の２次元パターン（本実施形態では等間隔格子を用い
る）の表示のために生成した表示画像信号（等間隔格子画像信号）を液晶ディスプレイ１
１に入力し、カメラ１５から撮影画像信号（第１撮影画像信号、第２撮影画像信号、第３
撮影画像信号）を入力される。
【００３６】
　図１１は第１実施形態の形状計測装置の解析装置１６の構成を示す機能ブロック図であ
る。解析装置１６は、校正処理部２１と、連続撮影部２２と、実時間解析部２３と、精密
解析部２４とから成る。
【００３７】
　上記校正処理部２１では、校正の作業を行う。基準平板として液晶ディスプレイ１１を
用いた基準面１２に表示する表示画像や、プロジェクタ１４から投影する投影画像（例え
ば格子画像）を生成したり、ステージ１３へのステージ制御信号を生成したりする。これ
らを所定のタイミングに合わせて出力して、カメラ１５によって基準面１２の画像を撮影
する。カメラ１５によって撮影された撮影画像から画素毎に位相解析を行って投影格子の
位相θを得たり、基準面１２に表示された格子の位相からｘ座標およびｙ座標をそれぞれ
得たりする。ｚ座標に関しては、基準面１２が移動する位置（基準平板１１の移動量）が
ｚ座標に対応するため、その値を用いる。これらから、等間隔に位相を分割したときのｘ
座標，ｙ座標，ｚ座標をそれぞれ補間により算出することで、位相と空間座標とを１対１
で対応付けたテーブル（位相－座標テーブル）を作成し、作成した位相－座標テーブルを
記憶装置（例えばハードディスク）へ保存する。
【００３８】
　上記連続撮影部２２では、試料物体１７の形状計測をリアルタイムに行うために、ＤＭ
Ａ転送を用いてカメラ１５で撮影された全ての撮影画像をリングメモリに記録する。この
とき、プロジェクタ１４には、撮影のタイミングに合わせて空間を分割して数値化できる
パターン画像（例えば格子画像）を位相シフトさせながら投影画像として入力する。リン
グメモリに保存された時系列の撮影画像は、計測終了後に精密解析を行うために記憶装置
（例えばハードディスク）へも保存される。
【００３９】
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　上記実時間解析部２３では、連続撮影部２２のリングメモリから最新の連続する４フレ
ームの画像I０，I１，I２，I３を取り出してバッファメモリに格納する。それぞれの画像
から１画素ずつI２－I０およびI３－I１を求め、それぞれの結果から位相解析テーブルを
用いて位相θを求める。得られた位相θから、校正処理部２１で作成した位相－座標テー
ブルを用いて、ｘ座標またはｙ座標と、ｚ座標とを求め、表示画像処理を行って、ｚ座標
の分布をモニタに表示する、もしくは、ｘ座標，ｙ座標，ｚ座標を用いて立体画像（３Ｄ
画像）をモニタに表示する。この一連の処理が終了すると、再度実時間解析部２３の処理
の始めに戻り、再度同一内容の処理を繰り返す。
【００４０】
　上記精密解析部２４では、連続撮影部２２で保存された時系列の撮影画像に対して順に
連続する４フレームの画像I０，I１，I２，I３を取り出してバッファメモリに格納する。
それぞれの画像から１画素ずつI２－I０およびI３－I１を求め、それぞれの結果から位相
解析テーブルを用いて位相θを求める。得られた位相θから、校正処理部２１で作成した
位相－座標テーブルを用いて、ｘ座標と、ｙ座標と、ｚ座標とをそれぞれ求め、記憶装置
（例えばハードディスク）に形状計測結果として保存する。精密解析部２４では、実時間
解析部２３とは異なり、全フレームに対して時系列の形状計測結果が得られる。
【００４１】
［校正および形状計測結果］
　まず、基準面をｚ＝０ｍｍから１９．８ｍｍまでの範囲において、０．２ｍｍ間隔で１
００個所の位置に移動して、それぞれに位置において投影格子の位相と空間座標との対応
関係を画素毎に求めた。このようにして得られた投影格子の位相と空間座標との対応関係
を基にして、位相２π／１００毎に、投影格子の位相とｘ，ｙ，ｚ座標との対応関係を示
す位相－座標テーブルを画素毎に作成した。
　次に、試料物体１７として中央部が断面台形状に盛り上がった試料物体を用意して、上
述したようにして、試料物体１７のリアルタイム形状計測を行った。そして、試料物体１
７の撮影画像と位相－座標テーブルとに基づいて試料物体１７の空間座標（ｘ，ｙ，ｚ）
を求めた。
【００４２】
　図１２は第１実施形態のリアルタイム形状計測において試料物体１７に投影された格子
を示す図面代用写真である。図１３は第１実施形態のリアルタイム形状計測において試料
物体１７に投影された格子の位相分布を示す図面代用写真である。図１４は第１実施形態
の試料物体１７のリアルタイム形状計測の計測結果のｚ座標の分布を示す図面代用写真で
ある。図１５は第１実施形態のリアルタイム形状計測により得た試料物体１７の中央部の
断面形状を示す図である。
　以上の計測結果から、試料物体１７の中央部（台形の上段部）のｚ座標分布平均と、試
料物体１７の周辺部（台形の左右下段部）のｚ座標分布平均との差を求め、ｚ座標分布平
均差分値と実際の高さとを比較してｚ座標計測の平均誤差を求めた結果、０．０１５ｍｍ
となった。また、試料物体１７の中央部のｚ座標分布の標準偏差を求めた結果、０．０８
６ｍｍとなった。この結果より、本発明の第１実施形態の形状計測手法によって十分良い
精度で形状計測が行うことができていることが確認できた。
【００４３】
［第２実施形態］
　本発明の第２実施形態の形状計測方法の実施に用いる形状計測装置としては、第１実施
形態と同一構成の形状計測装置を用いる。本実施形態の形状計測装置は、プロジェクタ１
４から基準面１２や試料物体１７に投影する「空間を分割して数値化できるパターン」と
して、本実施形態では不等間隔格子である放射状格子を用いて、試料物体１７の形状を計
測する形状計測装置として構成されている。
【００４４】
　図１６は第２実施形態の形状計測に用いる放射状格子を示す図面代用写真である。この
放射状格子は、円板に１ピッチ３°の矩形格子を多数描いて構成されており、本実施形態
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の形状計測図１６に示す放射状格子の一部分だけを使って投影を行った。この放射状格子
が描かれた円板を図示しない放射状格子回転投影装置に取り付けて、ステッピングモータ
を駆動することにより、位相シフトを行った。
　上記放射状格子を計測面でぼかして投影して、完全な余弦波ではない格子で計測を行っ
た。試料物体１７としては第１実施形態と同一形状の「中央部が断面台形状に盛り上がっ
た試料物体」を用いて、試料物体の中央部の段差（高さ１０．００ｍｍ）を計測した。基
準面としては、ｚ＝０ｍｍから１９ｍｍまでの範囲において、１ｍｍ間隔で２０個所に移
動してそれぞれの位置で計測を行い、合計２０枚の基準面について計測を行った。位相シ
フトは、π／２ずつ位相を変えた位置で止めて撮影を行って得た４枚の画像による位相シ
フト法を用いた。なお、格子の投影は、全て同一の放射状格子格子を用いて投影を行い、
試料物体の形状計測を行った。
【００４５】
［形状計測結果］
　図１７は第２実施形態の形状計測において試料物体１７に投影された放射状格子を示す
図面代用写真である。図１８は第２実施形態の形状計測において位相シフト法により得ら
れた試料物体１７に投影された放射状格子の位相分布を示す図面代用写真である。図１９
は第２実施形態の試料物体１７の形状計測の計測結果のｚ座標の分布を示す図面代用写真
である。図２０（ａ）～（ｃ）はそれぞれ、図１７～図１９の形状計測結果から１ライン
を抜き出して示した、格子の輝度分布、位相分布および高さ分布を示すグラフである。図
２０（ａ）～（ｃ）から分かるように、投影する格子が完全な余弦波でなくても計測する
ことができることが確認できた。特に、図２０（ｃ）におけるラインＣの場合では、格子
の輝度分布は台形状になっているにも拘わらず高さ分布では計測できていることが分かる
。
【００４６】
　図２１は第２実施形態の試料物体１７の形状計測の計測結果から得た中央１ラインにお
ける高さを示すグラフである。図２１では、試料物体１７の中央部（台形の上段部）の上
段の点群と試料物体１７の周辺部（左右下段部）の近似直線との「点と直線との距離」を
求めて、ｚ座標に関する精度を算出した。その結果、当該試料物体の段差が１０ｍｍであ
るのに対し、本実施形態の形状計測では、平均との誤差が０．２ｍｍとなり、標準偏差が
０．１３ｍｍとなった。この結果より、本発明の第２実施形態の形状計測手法によって十
分良い精度で形状計測が行うことができていることが確認できた。
【産業上の利用可能性】
【００４７】
　本発明の多数の基準面を用いた形状計測方法および多数の基準面を用いた形状計測装置
は、物体の形状計測（例えば製造業における形状検査）や、人体の形状計測（医療福祉分
野、服飾分野）に、好適に用いることができる。
【図面の簡単な説明】
【００４８】
【図１】本発明における多数の基準面を用いた校正手法の原理を示す図である。
【図２】本発明における１画素の撮影ラインＬと基準面上のｘ，ｙ，ｚ座標との関係を示
す図である。
【図３】（ａ），（ｂ）はそれぞれ、液晶ディスプレイを用いた基準平板および基準平板
が取り付けられるステージを用いる本発明の形状計測装置の構成を示す図である。
【図４】（ａ），（ｂ）はそれぞれ、本発明の形状計測装置の基準平板の基準面へ格子画
像を表示する様子を説明するための図である。
【図５】（ａ）～（ｃ）はそれぞれ、本発明の形状計測方法に用いる多数の基準面を用い
た校正手法により得られる、位相接続を行わない場合の位相θと空間座標（ｘ，ｙ，ｚ）
の各座標との関係を示すグラフである。
【図６】本発明の形状計測装置において基準面と他の基準面との間に試料物体を設置した
状態を示す図である。
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【図７】本発明の形状計測装置において位相接続を行う場合の基準面の位置と位相接続さ
れた位相φとの関係を示す図である。
【図８】（ａ）～（ｃ）はそれぞれ、本発明の形状計測方法に用いる多数の基準面を用い
た校正手法により得られる、位相接続を行う場合の位相θと空間座標（ｘ，ｙ，ｚ）の各
座標との関係を示すグラフである。
【図９】本発明の形状計測装置において基準面と他の基準面との間に試料物体を設置した
状態を示す図である。
【図１０】本発明の第１実施形態の形状計測方法の実施に用いる形状計測装置の構成を示
す図である。
【図１１】第１実施形態の形状計測装置の解析装置の構成を示す機能ブロック図である。
【図１２】第１実施形態のリアルタイム形状計測において試料物体に投影された格子を示
す図面代用写真である。
【図１３】第１実施形態のリアルタイム形状計測において試料物体に投影された格子の位
相分布を示す図面代用写真である。
【図１４】第１実施形態の試料物体のリアルタイム形状計測の計測結果のｚ座標の分布を
示す図面代用写真である。
【図１５】第１実施形態のリアルタイム形状計測により得た試料物体の中央部の断面形状
を示す図である。
【図１６】第２実施形態の形状計測に用いる放射状格子を示す図面代用写真である。
【図１７】第２実施形態の形状計測において試料物体に投影された放射状格子を示す図面
代用写真である。
【図１８】第２実施形態の形状計測において位相シフト法により得られた試料物体に投影
された放射状格子の位相分布を示す図面代用写真である。
【図１９】第２実施形態の試料物体の形状計測の計測結果のｚ座標の分布を示す図面代用
写真である。
【図２０】（ａ）～（ｃ）はそれぞれ、図１７～図１９の形状計測結果から１ラインを抜
き出して示した、格子の輝度分布、位相分布および高さ分布を示すグラフである。
【図２１】第２実施形態の試料物体の形状計測の計測結果から得た中央１ラインにおける
高さを示すグラフである。
【図２２】（ａ）は従来技術の非接触式３次元形状計測方法における余弦波状格子および
ゆがんだ格子の輝度分布を例示する図であり、（ｂ）は（ａ）のそれぞれの輝度分布から
位相シフト法によって得られた位相値の分布を例示する図である。
【符号の説明】
【００４９】
　１　液晶ディスプレイ（基準平板）
　１ａ　液晶パネル
　２　光拡散板（基準面）
　３　バックライト光源
　４　照明光
　５　移動ステージ
　６　コンピュータ（分析装置）
　７　プロジェクタ（投影装置）
　８　カメラ（撮影装置）
　９　試料物体
　１１　基準平板（液晶ディスプレイ）
　１２　基準面（光拡散板）
　１３　ステージ（直動ステージ）
　１４　投影装置（プロジェクタ；液晶プロジェクタ）
　１５　撮影装置（カメラ；ＣＣＤカメラ）
　１６　解析装置（パーソナルコンピュータ；ＰＣ）
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　１７　試料物体
　２１　校正処理部
　２２　連続撮影部
　２３　実時間解析部
　２４　精密解析部

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１５】

【図２０】 【図２１】
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【図２２】
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【図１３】

【図１４】

【図１６】
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【図１７】

【図１８】

【図１９】
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